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研究成果の概要（和文）：研究は「（１）精神的健康度の変化とリスク要因の検討」と「（２）要介護認定の推
移とリスク要因の検討」の二点について、コホート研究のデザインで研究を行なった。「借り上げ住宅」に居住
する住民は、集団で避難をしている「仮設住宅」に居住する住民に比べて、抑うつ傾向発生のリスクが高かっ
た。予備解析の結果においても、ソーシャルネットワークは仮設住宅に比べて借り上げ住宅の住民に少なく、抑
うつ発生に寄与している可能性が示された。以上の結果を飯舘村の健康福祉課にフィードバックし、借り上げ住
宅の住民が集まることのできるサロン活動を各避難先で実施することに繋がり、ソーシャルネットワークの向上
に役立てることができた。

研究成果の概要（英文）：This study was designed as a cohort study with "(1) Changes in Mental Health
 and Examination of Risk Factors" and "(2) Risk Factor for Incident Functional Disability". 
Residents living in "rented house" were at higher risk of developing a depressive tendency than 
those living in "temporary housing" who evacuated in groups. A preliminary analysis also showed that
 social networks were less common among residents living in rented housing than in temporary 
housing, suggesting that social networks may contribute to depression. The above results were fed 
back to the health and welfare section of Iitate Village, which led to the implementation of salon 
activities at each evacuation site where residents of rented housing could gather, which contributed
 to the improvement of social networks.

研究分野：臨床心理学・医療社会学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究の特徴は、飯舘村の健康福祉課および社会福祉を担う包括支援センターと共同して調査を実施したことに
より、震災前後のデータを用いたコホート研究が可能であったことにある。また、得られた研究結果を村の施策
や計画に迅速に役立てることができ、対策と学術的な双方から意義のある結果だと考えられる。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
飯舘村は計画的避難区域に指定されて以来、村民は長期的に仮設住宅・借り上げ住宅等に分散
しての避難生活を余儀なくされた。特に高齢者の多くは、避難生活による閉塞感や孤独感、身
体的・心理的疲労、また生活が不活発なことが原因で、心身の機能が低下するなど、多くの健
康課題を抱えている。 
震災後一年目に全村民を対象とした調査では、60 歳代において、健康状態が「以前と変わら
ない(22%)」に対し「少し健康状態が悪くなった(52.4%)」「非常に健康状態が悪くなった(15%)」
と、健康状態が悪化していることが伺える。また、「身体を動かす機会が少なくなった（71.3%）」、
「イライラすることが増えた(44.4%)」、「話し相手がいない(43.2%)」、「ぼんやり過ごすように
なった(41.8%)」、そして「睡眠があまりとれていない(42.5%)」といった結果が得られており、
高齢者の心理社会的な側面への影響も認められている。(飯舘村民の避難生活実態報告書,2012; 
黒田,2014) 
 高齢者は、身体機能の低下や疾患に伴う健康問題、退職に伴う役割変化、死別による喪失体
験などのライフイベントを経験しやすく、これらのライフイベントの影響により、不安感や孤
独感が強まり、閉じこもりなど社会からの孤立や抑うつ状態が発生しやすいことが指摘されて
いる。(Bromet,2010; 神野,2009; 大川,2011; 本谷,2013; 安村,2013)したがって、長期化する
避難生活における高齢者の健康および心理社会的な側面の課題は山積していることが伺える 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、東日本大震災により長期避難生活を余儀なくされている住民（飯舘村を中心）
の心理社会的影響を評価し、得られた知見をもとに心理社会的支援のあり方を検討するもので
ある。関係者への予備的な聞き取り調査の結果、「精神的健康度の悪化」および「要介護認定の
増加」が、長期避難生活を送る保健医療上の課題として認識されていたため、これら二点を中
心に調査研究を行なった。 
 
３．研究の方法 
研究は「（１）精神的健康度の変化とリスク要因の検討」と「（２）要介護認定の推移とリスク
要因の検討」の二点について、コホート研究のデザインで研究を行なった。 
 
（１）精神的健康度の変化とリスク要因の検討 
本研究では福島第一原子力発電所事故に伴い、全村避難を余儀なくされた飯舘村の住民を対象
とし、震災後の要介護認定の発生の推移とその要因を、４年間の追跡研究で明らかにするとと
もに、震災後に実施した運動教室がそれらのリスクを軽減させるかを分析した。 
対象は震災前に飯舘村に住民票があり、仮設住宅または借り上げ住宅に避難する高齢者 1,159
名 (75.2±5.8 歳、女性 57.5%)とした。震災前のリスク要因は、生活機能評価チェックリスト
25 項目を用いて評価した。震災後のアウトカムである要介護認定の発生は、飯舘村のデータベ
ースから抽出した。分析は cox 比例ハザードモデルを用いて、ハザード比 (HR)と信頼区間 (CI)
を推定した。 
 
（２）要介護認定の推移とリスク要因の検討 
飯舘村は東日本大震災に伴う放射線災害により全村避難を余儀された。住民は仮設住宅や借り
上げ住宅に分散して避難をしており、生活環境や生活習慣の変化により身体的・心理的な影響
が懸念される。本研究では、飯舘村の高齢者を対象とし、震災後の抑うつ症状の経年変化とそ
の関連要因、そして居住環境別の抑うつ傾向の実態を明らかにし、効果的な支援方法の開発に
結びつけることである。 
2010 年 5 月に、飯舘村に在住する 65歳以上の高齢者 1,611 名に対し、自記式による生活機能
評価チェックリスト(BCL)を配布した（ベースライン調査）。質問紙を回収した 1,277 名（回収
率 79.3%）のうち、抑うつ傾向であったもの 392 名（30.7%）を除外し、非抑うつ傾向の 885 名
（69.3%）に対して、追跡調査を行った。追跡調査は 2013 年 5 月に行われ、回答をした 438 名
を最終的な分析の対象とした。BCL で評価する項目は「日常生活関連動作」「運動器の機能向上」
「栄養改善」「口腔機能の向上」「閉じこもり予防・支援」「認知症予防」「うつ予防・支援」の
７項目である。また、追跡調査時における避難先の居住場所を「仮設住宅」と「借り上げ住宅」
に分別した。さらに、ソーシャルネットワークの項目である「友人の家を訪ねているか」につ
いて二件法で回答を求めた。解析は単変量解析で有意であった変数を説明変数とし、性別・年
齢を調整変数、そして抑うつ傾向発生の有無を目的変数としたポワソン回帰分析を行った。 
 
４．研究成果 
（１）精神的健康度の変化とリスク要因の検討 
震災の初年度に、二年目以降と比べて、より軽度の要介護認定が多く発生していることが示さ
れた。要介護認定の要因としては、震災前の身体機能の低下 (HR=2.04, 95%CI 1.54-2.69)、認
知機能の低下 (HR=1.37, 95%CI: 1.06-1.77)、そして抑うつ状態であること (HR=1.60, 95%CI: 
1.24-2.08)が関連していることが示された。また、運動教室に定期的に参加したことは、参加
していない対象者と比べて、要介護認定の発生に保護的に働くことが示された。 



震災発災初期に、こうしたリスクがある住民を優先的にフォローアップし、運動教室等の取り
組みへの参加を促すことが、健康維持に重要であると考えられた。社会福祉学的な視点からは、
当該地域における要介護認定の発生の増加には、身体機能が低下したことのみならず、これま
で地域のなかで、住民同士の支え合い（ソーシャルネットワーク）が、避難に伴い機能しなく
なったことが考える。そのため福祉サービスを利用せざるを得ない状況が推察される。本研究
の特徴として、飯舘村の健康福祉課および社会福祉を担う包括支援センターと共同して調査を
実施したことにより、震災前後のデータを用いたコホート研究が可能となり、また、得られた
研究結果を村の施策や計画に迅速に役立てることができ、対策と学術的な双方から意義のある
結果だと考えられる。 
 
（２）要介護認定の推移とリスク要因の検討 
 
抑うつ傾向発生のリスクは、女性（PR=1.59, 95%CI 1.13-2.24）、年齢（PR=1.03, 95%CI 
1.00-1.06）、糖尿病の既往歴あり（PR=3.25, 95%CI 1.80-5.86）、認知症予防・支援の該当あり
（PR=1.75, 95%CI 1.26-2.43）で有意に高く、日常生活関連動作の増加（PR=0.82, 95%CI 
0.68-0.98）が有意に低かった。居住場所の分析では、借り上げ住宅に居住するものは仮設住宅
に居住するものに比べて、抑うつ傾向の発生のリスクが有意に高かった（Crude PR=1.42, CI 
1.03-1.95; Adjusted PR=1.51, 95%CI 1.09-2.09）。さらにソーシャルネットワークの避難先の
居住場所への影響を検討した結果、ソーシャルネットワークなしの割合が、仮設（11.2%）に対
して借り上げ（18.6%）が高かった。また、多変量解析にソーシャルネットワークを追加投入し
たモデルでは、借り上げ住宅における抑うつ傾向発生のリスクは減弱した（Adjusted PR=1.55, 
95%CI 1.07-2.23）。 
本研究では、「借り上げ住宅」に居住する住民は、集団で避難をしている「仮設住宅」に居住
する住民に比べて、抑うつ傾向発生のリスクが高かった。予備解析の結果においても、ソーシ
ャルネットワークは仮設住宅に比べて借り上げ住宅の住民に少なく、抑うつ発生に寄与してい
る可能性が示された。以上の結果を飯舘村の健康福祉課にフィードバックし、借り上げ住宅の
住民が集まることのできるサロン活動を各避難先で実施することに繋がり、ソーシャルネット
ワークの向上に役立てることができた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
（３）研究成果の地域への還元 
最終年度は、得られた成果を村保健師に報告するとともに、村の健康増進計画の「こころの健
康」と「高齢者保健」の分野に反映した（第四次飯舘村健康増進計画）。 
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